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由布市高齢者支援課 

  

由布市指定介護サービス 

事業者集団指導講習会 



令和３年度 由布市指定介護サービス事業者集団指導講習会 
 

 
 
 

－ 次  第 － 
 
 
１ 開会（13︓30） 
 
 
２ ⾼齢者⽀援課⻑あいさつ 
 
 
３ 講習    
                    
 
（１）指導監督の方針                          （P 1） 
 
（２）実地指導時の指摘事例               (P 3） 

 
（３）処分事例について             （P10） 
 
（４）養介護施設従事者等による虐待について   (P14)  

 
 

（５）各事業担当者からの連絡事項（14︓00〜） 
 
・事業所指定関係                        （P19） 
・住宅改修・福祉⽤具について            （P30） 
・あんしんネット                  （P37） 
・ケアプラン点検・地域ケア会議      （P38） 
・在宅医療介護連携推進事業              （P41） 
・ゆーふーネット活⽤による情報開示等    （P42） 
・認定申請書の様式変更について       （P44） 
・配食サービス事業            (P47） 
・おむつ等購入費助成事業         (P50） 
・例外給付について               (P51） 
・押印廃止                       (P60） 
・その他 

 
 
４ 閉会（15︓00 予定） 
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《養介護施設従事者等による高齢者虐待対応フロー図》

従事者による虐待を受けた

と思われる高齢者を発見し

た養介護施設従事者等

従事者等による虐待を受けたと

思われる高齢者を発見した者

従事者等による虐

待を受けた高齢者

通

報

通

報

届

出

由布市高齢者支援課

安全確認・事実確認

・情報収集、任意調査、実地指導、監査

・大分県への報告書作成

※施設・事業所から訪問調査を拒否された場合など必要に応じて県へ連絡

コアメンバー会開催

・虐待の事実認定

・緊急性の判断

・対応方針の決定

・情報提供、助言

・施設・事業所への対応（改善指導）

・改善計画書の提出要請

評価・モニタリング

終結

虐待と認定もしくは虐待

無と判断できない場合 明らかに虐待無の場合

※市町村のみで対応が困難な場合

・県と市町村が連携し対応を実施

【老人福祉法】

立入検査、改善命令事業停廃止命令、許可取消

【介護保険法】

報告徴収、勧告、措置命令、指定取消

必要に応じて報

告・連絡・相談

を行う

県

対応の実施

・個別ケース会議の開催

･･･具体的な支援内容、役割分担の決定

・具体的な支援の実施

・改善計画書の提出要請

・改善指導（改善計画に基づき）

養介護施設従事者等による虐待
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                           事業所指定関係 

１．変更届出書について  

 介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号）で定める事項に変更があっ

たとき、または、事業所を廃止・休止・再開した時は、速やかに所定の書類をご

提出ください。様式は由布市ホームページに掲載しています。 

（ホーム>暮らしの情報>年金・保険>介護保険>事業者向け） 

※「運営規程」の変更の場合は、マーカー等で変更箇所を色付けする等、分かり

やすいようにしてください。 

【提出期限】 

 変更届の場合・・・・・変更日から 10 日以内 

 廃止・休止の場合・・・廃止・休止の 1 ヶ月前まで 

 

２．介護給付費算定に係る体制等に関する届出書について 

 「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」に記載されている項目が変更にな

る場合は、届出が必要です。具体的には以下のような場合です。  

・各種加算の算定を開始・終了・変更する場合  

・人員欠如等、減算要件に当てはまる状態が生じた場合、解消した場合  

・介護報酬の改定等で加算内容に変更が生じた場合 

※加算の取り下げ、人員欠如による減算等の場合は、判明した時点で速やかに届

出を行ってください。事実発生日から算定体制が変更となります。 

 

３．指定更新申請について 

 指定事業者は、指定日（及び前回更新日）から 6 年を経過する際に指定の更新

を受けなければ、有効期間満了により、指定（許可）の効力を失います。 

 有効期間満了日の２ヶ月前までに必要書類を作成のうえ、更新の手続きをお願

いします。様式はホームページに掲載しています。 

 

４．介護職員処遇改善加算について 

 介護職員処遇改善加算を算定する事業所は、算定する年度の前年度の 2 月末日

まで（年度途中で加算を取得する場合は、加算を算定する月の前々月の末日まで）

に介護職員処遇改善計画書の提出が必要です。 

 既に加算を取得している事業所が引き続き次年度も加算を算定する場合でも、

毎年度介護職員処遇改善計画書の提出は必要ですのでご注意ください。 

サービス種類 算定の開始時期 

・訪問・通所サービス 

・居宅介護支援 

・小規模多機能型居宅介護 

毎月 15 日以前に届出 

→届出された月の翌月から 

毎月 16 日以後に届出 

→届出された月の翌々月から 

・地域密着型介護老人福祉施設 

・認知症対応型共同生活介護 

届出された月の翌月から 

（月の初日の場合は当該月から） 
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                           事業所指定関係 
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                           事業所指定関係 

５．業務管理体制整備の届出について 

 介護サービス事業者には適切なサービス提供だけでなく、法令等の自主的な遵

守が求められます。不正事案を防ぎ、事業運営をさらに適正なものにしていくた

め、事業者には法令遵守の業務管理体制の整備・届出が義務付けられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      ※資料参照：大分県ホームページ 

６．他市町村のサービス利用について 

①総合事業の場合 

 総合事業は、市町村が主体となって行う事業であるため、他市町村に所在する

事業所であっても、由布市の総合事業のサービスを利用することになり、由布市

の指定を受けている必要があります。そのため、市外事業所の総合事業サービス

をケアプランに位置づける場合には、由布市の指定を受けている事業所であるか

確認が必要です。 

 ただし、他市町村の住所地特例施設（有料老人ホーム等）に入所して総合事業

のサービスを利用する場合には、施設所在市町村の総合事業を利用することにな

るため、由布市の指定は必要ありません。（住民票の異動がない場合は、施設所在

市町村の総合事業を利用することはできません。） 
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                           事業所指定関係 

 

②地域密着型サービス事業の場合 

 地域密着型サービスは、原則としてその施設がある市町村の被保険者のみが利

用できるものとなっています。これは、要介護者等が住み慣れた地域での生活を

支えることを目的としているためです。 

 よって、基本的には由布市の被保険者は他市町村の地域密着型サービスを利用

できませんが、特別な事情がある場合には、施設所在市町村長等に対して、事前

に協議を行い、同意を得ることによって、利用することが可能となります。 

 

【特別な事情】 

 上記理由により利用を希望する場合は、「地域密着型サービスに係る由布市被保

険者の他市町村所在事業所の利用に関する理由書」（別紙）の提出をお願いします。 

 協議には２週間程度の日数を要しますが、由布市の地域密着型サービス事業の

指定を受けていない事業所の場合には、１ヶ月程度の日数を要する場合がありま

す。 

 

 

７．他市町村被保険者の由布市サービス利用について  

①総合事業の場合 

 由布市の総合事業を他市町村の被保険者が利用することは可能ですが、総合事

業者が当該市町村の指定を受けている必要があります。 

 詳しくは、被保険者の居住する市町村の介護保険担当課にお問合せください。 

 

②地域密着型サービス事業の場合 

 由布市の地域密着型サービスを他市町村の被保険者が利用することはできませ

んが、特別な事情がある場合には、他市町村長等からの協議により同意を行うこ

とがあります。 

 詳しくは、被保険者の居住する市町村の介護保険担当課にお問い合わせくださ

い。 

 

  

①由布市内に希望する地域密着型サービス事業所の定員に空きがなく、隣 

 接市町の地域密着型サービス事業を利用する場合 

②虐待等の場合 

③その他市長が必要と認める場合 
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                           事業所指定関係 

地域密着型サービスに係る由布市被保険者の 

        他市町村所在事業所の利用に関する理由書 

 

   年   月   日 

由布市長 殿 

理由書提出者 住所                     

                   居宅介護（予防）支援事業所名称 

                                       ㊞ 

                   担当氏名                  

                   電話番号                   

利

用

予

定

者 

氏名  

被保険者番号         （生年月日）明・大・昭  年  月  日 

住所 由布市 

要介護度 
要支援１・要支援２  要介護１・２・３・４・５  

（有効期間   年  月  日～   年  月  日） 

保険者名（番号） 大分県由布市（４４２１３７） 

利

用

予

定

事

業

所 

サービス種類  

事業所名  

所在地  

事業者番号  

利用希望日     年   月   日 

利用予定事業所の

サービスを必要と

する理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

作成要領等 

 

１．この理由書は、由布市の被保険者が、他市町村所在の地域密着型サービス等事業所を利

用するに際して、事業所所在地の保険者の同意が必要になることから、由布市から事業

所所在地の保険者に同意を求めるため提出していただくものです。 

２．「利用予定事業所のサービスを必要とする理由」欄は、被保険者本人の心身の状況、市外

事業所を必要とする理由を詳しく記入してください。 

（別紙） 
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（２）居宅介護支援事業所の管理者要件の見直し 

2018年度（平成 30年度）介護報酬改定において、居宅介護支援事業所については、事業

所内の業務管理や人材育成の取組を促進することで各事業所におけるケアマネジメントの

質を高める観点から、2018年度より、管理者を主任介護支援専門員とする人員基準の見直

しを行うとともに、その準備期間として３年間（2020年度まで）の経過措置を設けたとこ

ろ。その際の審議報告（社会保障審議会介護給付費分科会平成 29 年 12 月 18 日）におい

て、「居宅介護支援事業所の管理者要件の見直しについては、人材確保の状況について検

証するべきである」とされた。 

その後、社会保障審議会介護給付費分科会において、居宅介護支援事業所の管理者要件

等に関する基本的な考え方が取りまとめられ、経過措置期限を一部延長し、令和３年３月

31日時点で主任介護支援専門員でない者が管理者の事業所は、当該者が管理者である限り、

管理者を主任介護支援専門員とする要件の適用を令和９年３月 31 日まで猶予することと

された。なお、令和３年４月１日以降に新たに管理者となる者に対しては、更なる経過措

置は適用されず、同日以降に新たに管理者になる者は、いずれの事業所であっても主任介

護支援専門員であることが求められることとなる。（資料 3） 

各都道府県におかれては、その見直しの内容について改めて御了知いただくとともに、

令和２年６月５日に指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準及び指定居宅

サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令の一部を改

正する省令（令和２年厚生労働省令第 113 号。以下「改正省令」という。）が公布されて

いるため、改めて、改正省令の趣旨及び内容を管内市町村や居宅介護支援事業者等に対し

て周知いただくよう協力をお願いする。（資料 4） 

また、経過措置が適用されている者に対しては、管内市町村と状況の共有や連携を図り、

主任介護支援専門員研修の受講を推進するなど、きめ細やかな対応をお願いする。 

なお、令和４年度においては、「管理者要件に関する調査」（令和元年度老人保健健康

増進等事業）（（株）三菱総合研究所実施）の結果を踏まえて、同趣旨の実態調査を予定

していることから、調査の実施にあたっては、協力をお願いする。 

 

-31-
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○ 平成30年度介護報酬改定において、人材育成の取組の推進による質の高いケアマネジメントの推進を図るため、居宅介護支援事業所の管理者要件を主任ケアマ
ネジャーであることとした。その際、令和２年度末までは、その適用を猶予するとの経過措置を設けた。

○ このような中で、平成30年度介護報酬改定後の状況をみると、
・ 管理者が主任ケアマネジャーである事業所は増加しているとともに、
・ 管理者が主任ケアマネジャーである居宅介護支援事業所は、そうでない事業所と比較し、居宅サービス計画等に関する事業所内での検討会の定期的な開催状況
や、事業所のケアマネジャーに対する同行訪問による支援（OJT）を行っている割合が高いなど、人材育成の取組が引き続き推進されている状況がある。

○ 一方で、管理者が主任ケアマネジャーでない事業所も依然として４割程度ある。また、その中には、
・ 管理者としての業務経験年数が４年未満の事業者が約１割あるとともに、
・ 経過措置期間中に主任介護支援専門員研修（※）を修了できる見込みがない又は分からないと回答した事業所が約２割あり、その理由として介護支援専門員として
の実務経験５年以上の要件が満たせないと回答する割合が最も高い。

※ 主任介護支援専門員研修の受講要件

介護支援専門員更新研修終了者であって、以下の①から④までのいずれかに該当する者

① 専任の介護支援専門員として従事した期間が通算して５年（60ヶ月）以上である者（管理者との兼務期間も算定可能）

② ケアマネジメントリーダー養成研修修了者又は日本ケアマネジメント学会が認定する認定ケアマネジャーであって、専任の介護支援専門員として従事した期間が通算して３年（36ヶ
月）以上である者（管理者との兼務期間も算定可能）

③ 主任介護支援専門員に準ずる者として、現に地域包括支援センターに配置されている者

④ その他、介護支援専門員の業務に関し十分な知識と経験を有する者であり、都道府県が適当と認める者

※ その他、質の高い研修を実施する観点から、都道府県において上記要件以外の要件を設定することも可能。

○ このような状況を踏まえ、経過措置期限を一部延長し、令和３年３月31日時点で主任ケアマネジャーでない者が管理者の事業所は、当該管理者が管理者である限
り、管理者を主任ケアマネジャーとする要件の適用を令和９年３月31日まで猶予することが適当である。
なお、これにより、令和３年４月１日以降に新たに管理者となる者に対しては、更なる経過措置は適用されず、同日以降に新たに管理者になる者は、いずれの事業
所であっても主任ケアマネジャーであることが求められることとなる。

○ また、中山間地域や離島等においては、人材確保が特に困難と考えられるため、特別地域居宅介護支援加算又は中山間地域等における小規模事業所加算を取
得できる事業所については、管理者を主任ケアマネジャーとしない取扱いを認めることが適当である。

○ 加えて、令和３年４月１日以降、急な退職などの不測の事態により、主任ケアマネジャーを管理者とできなくなってしまった事業所については、当該事業所がその理
由と改善に係る計画書を保険者に届け出た場合、管理者を主任ケアマネジャーとする要件の適用を１年間猶予することとするとともに、当該地域に他に居宅介護支
援事業所がない場合など、利用者保護の観点から特に必要と認められる場合には、保険者の判断により、この猶予期間を延長することが出来るようにすることが適
当である。

○ なお、主任介護支援専門員研修については、中山間地域や離島等に所在する事業所のケアマネジャーも含め、希望するケアマネジャーが当該研修を受講しやす
くなるよう、研修受講方法の利便性の向上や研修費用の助成の推進など、より積極的な取組を進めるべきとの指摘があった。

居宅介護支援事業所の管理者要件等に関する審議報告（抜粋）
社会保障審議会介護給付費分科会（令和元年12月17日）

１．居宅介護支援事業所の管理者要件

資料３
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９．介護現場におけるハラスメント対策の推進について  

地域包括ケアシステムを推進していく上で、介護人材の確保は大変重要な課

題であり、介護職員が安心して働くことができるよう、ハラスメント対策を含

む職場環境・労働環境の改善を図っていくことが必要である。  

 

（基準省令上の対応）  

 このため、令和３年度介護報酬改定においては、パワーハラスメント及びセ

クシャルハラスメントなどのハラスメント対策として、介護サービス事業者の

適切なハラスメント対策を強化する観点から、全ての介護サービス事業者に、

男女雇用機会均等法等におけるハラスメント対策に関する事業者の責務を踏

まえつつ、ハラスメント対策として必要な措置を講ずることを義務づけた。併

せて、カスタマーハラスメントについては、その防止のための方針の明確化等

の必要な措置を講じることを推奨している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（介護報酬上の対応）  

特に訪問介護については、２人の訪問介護員によるサービス提供を行うこと

について、利用者又はその家族等の同意を得ており、かつ、暴力行為、著しい

迷惑行為、器物破損行為等が認められる場合には可能としており、この場合、

介護報酬上、２倍の報酬を算定できる仕組みとしている。  
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（地域医療介護総合確保基金の活用） 

一方で、２人での訪問については、介護報酬で対応する場合、利用者負担も

２倍に増加し、利用者又はその家族等の同意が得られない場合があるといった

課題があることを踏まえ、地域医療介護総合確保基金を活用し、複数人での訪

問を実施する場合に訪問介護員に同行する者（有償ボランティア等を想定、訪

問介護員の資格がない者であっても同行が可能）への謝金について助成を行う

ことが可能である。 

あわせて、「介護事業所におけるハラスメント対策推進事業」において、①都

道府県や事業者が行う研修、②ハラスメント実態調査、③ハラスメント防止の

ためのリーフレット作成などの事業についても助成を行うことが可能である。 

 

 

 

なお、市町村（特別区を含む。以下同じ。）においては、都道府県が「介護事

業所におけるハラスメント対策推進事業」を実施する場合に取り組んでみたい

ものとして、「介護現場におけるハラスメント研修の実施または事業者が研修

を行う場合の支援」（ 47.6％）、「介護現場におけるハラスメントの実態把握」

（ 43.8％）、「利用者等に配布する介護現場におけるハラスメント防止のための

リーフレット作成またはその支援」（ 25.8％）等が挙げられた。（※１）  

  （※１）令和３年度老人保健健康増進等事業「介護現場におけるハラスメント対策  

マニュアル・研修手引き等の普及啓発に関する調査研究事業」による調査  

○ 今後、高齢化のさらなる進展、現役世代の急速な減少が生じる中、介護人材を安定的に確保・維持していくことが求められている。
○ そのためには、誰もが安心して活躍できる就業環境を整備することが大変重要となるが、介護現場では利用者や家族等による介護職員へ

のハラスメントが数多く発生しており、介護職員の離職等を招いている。
○ このため、調査研究事業を活用し、平成30年度はマニュアルを作成し、令和元年度は自治体や介護事業者が活用可能な研修・相談支援の

手引きを作成した。令和２年度には、マニュアルや手引きの解説への理解を深めるため、事例から学べる対策等を整理した事例集を作成し
たところ。

○ マニュアルで示した対策や研修など介護事業所における利用者等からのハラスメント対策を推進するため、実態調査、各種研修、ヘル
パー補助者の同行など、総合的なハラスメント対策を講じて介護職員の離職を防止するための経費に対して助成する。

【事業内容】
ハラスメント対策を講じるために要する以下の費用

 ハラスメント実態調査
－ 対策の実施を検討するために都道府県等が行う管内の実態調査

 各種研修
－ 都道府県等、又は事業者が行うハラスメント研修
－ 都道府県等が行うヘルパー補助者（上述）のための研修

 リーフレットの作成
－ 利用者に配布するハラスメント防止のためのリーフレット作成費

 弁護士相談費用
－ ハラスメント防止条項を重要事項説明書へ入れるなど法律の専門家に相談する費用

 ヘルパー補助者同行事業
－ ヘルパー補助者として同行する者（有償ボランティア等を想定）への謝金

※ 補助者については、ハラスメント対策を含む最低限の介護知識を得る必要があるため、研修受講（県その他の団体による実施）
を要件とするとともに、事業所等への登録制とする。

 その他
－ ハラスメント対策の為に行う事業で都道府県が認めるもの 等

介護事業所におけるハラスメント対策推進事業 【地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）】

ヘルパー補
助者同行

統計

調査

研修

２８ロ．介護事業所におけるハラスメント対策推進事業
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・  調査対象者：全国の市町村の介護保険主管課（ 1,471 箇所）  

・  調査時点  ：令和３年 10 月１日  

・  回収状況  ：有効回収数 1,070 件（有効回収率 61.5％）  

ついては、各都道府県はもとより、各市町村においても必要な事業を実施で

きるよう、当該事業の積極的な活用をお願いする。  

 

（マニュアル・手引き等の作成、活用）  

特に、利用者又は利用者の家族等からのハラスメントに関しては、「介護現

場におけるハラスメント対策マニュアル」（以下「対策マニュアル」という。）

や管理者・職員向けの研修用の手引き（以下「研修の手引き」という。）、介護

現場におけるハラスメント事例集（以下「事例集」という。）を作成し、厚生労

働省ＨＰに掲載している。（※２）  

（※２）①  対策マニュアル：平成 30 年度老人保健健康増進等事業（介護現場にお

けるハラスメントに関する調査研究事業）において作成。  

      ②  研修の手引き：令和元年度老人保健健康増進等事業（介護現場におけ

るハラスメントに関する研修・相談支援の在り方に関する調査研究事業）

において作成。  

      ③  事例集：令和２年度老人保健健康増進等事業（介護現場におけるハラ

スメントへの対応に関する調査研究事業）において作成。  

■  厚生労働省ＨＰ  https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html 

 令和３年度は、これらについて、各介護サービス施設・事業所において、よ

り使い勝手が良くなるように必要な改訂を行っているところであるが、これら

の活用状況については、対策マニュアルは 25.8％、研修の手引きは 35.0％、

事例集は 36.0％の市町村が知らないとしており（※１）、都道府県においては、

介護現場におけるハラスメント対策を一層推進するため、これらの積極的な周

知・活用をお願いする。  

 

（サービス提供困難事例に対する対応）  

 なお、各介護サービス施設・事業所は、基準省令において、正当な理由なく

サービスの提供を拒んではならないこととされている。  

 

 利用者やその家族等から各介護サービス施設・事業所の職員に対してハラス

メントがあった場合が、すべからく「正当な理由」に当たるわけではないが、

事案によっては、各介護サービス施設・事業所がサービス提供を拒否すること

も考えられる。この点、市町村及び各介護サービス施設・事業所においては、

研修の手引きの記載（※３）も参考にしていただき、十分留意して対応するよ

うお願いする。  
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（※３）研修の手引きにおけるサービス提供の拒否に関する記載  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※  赤字及び赤枠を加工。なお、当該記載は令和３年度の改訂作業により、対策マ

ニュアルにも記載予定。また、項番が変更される可能性がある。  

ただし、基準省令においては、利用者保護の観点から、正当な理由によりサ

ービスの提供が困難であると判断した場合は、当該介護サービス施設・事業所

は適当な他の介護サービス施設・事業所等を紹介する等、必要な措置を速やか

に講じなければならない旨が規定されており、利用者にとって必要なサービス

提供等に支障の無いよう、併せて対応をお願いする。  
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住宅改修 

 

住宅改修費支給申請に関する変更 

  

≪変更①≫事前申請から着工までの流れの変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➡今までより着工までに余裕を持ったスケジュールで申請作業を実施していた

だきますようお願いいたします。 

 

≪変更②≫事前申請様式の変更 

 決定通知書は原則、申請者本人宛てで送付いたしますが、申請者の状況によ

り確認、連絡が困難な場合は、決定通知書受取の委任状の提出があれば、申請

者以外にも送付可とします。それに伴う裏面委任項目の追加と、表面の市職員

記入欄の変更をします。 

 

≪変更③≫完了届様式の変更 

 ・完了届の申請者（本人）押印廃止。 

 ・介護支援専門員又は理由書作成者と本人欄はそれぞれの自署をいただくよ

うに変更します。介護支援専門員又は理由書作成者には工事後の住環境のチェ

ック（立ち合い又は書類でのチェック）を実施してもらった上で、完了届に署

名いただくようにお願いします。ご本人が文字を書く行為が困難な場合は代筆

可です。（その場合は代筆欄に代筆者氏名を記入） 

            

事前申請

・３庁舎の窓口で受付

・その場で審査、受理

着工

事前申請

・3庁舎の窓口で

受付

高齢者支援課で審査

・書類審査：全件

・ケアマネや改修工事業者へ電
話聞き取りや、訪問による事前
調査：必要時

決定通知書発送

・事前申請受付より1週間

から10日で郵送

・原則申請者本人宛て

着工

現

行

変

更

後

※R4.4.1 事前申請提出分より適用 
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（ 無 ・ 有： 転居 / ３段階）

%

支給限度額

支給対象額

支給額

認定状況

給付割合

認定済・申請中

住宅の所在地 由布市 住宅の所有者 （      ）

有 ・ 無

改修費用合計額

改修箇所・規模 改修工事業者名

備考

改修の内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（介護保険対象分）

領収証※

理由書

写真

見積書等

見取図

承諾書

有 ・ 不要

給付制限

金融機関名 支店名

※振込先口座名義が被保険者本人以外の場合は、裏面の「委任状」欄にご記入ください。

住　所

氏　名 ㊞

口座名義人

電話番号

フ リ ガ ナ

申 請 者

性 別 男 ・ 女明・大・昭　  　年　　月　　日

0 0 0 0

要支援（　　）

要介護（　　）

着工（予定）日 完成（予定）日

生 年 月 日 要 介 護 度

上記の居宅介護（介護予防）給付費を下記の口座に振り込んでください。

　　　介護保険 居宅介護（介護予防）住宅改修費支給申請書

受付印

フ リ ガ ナ

被保険者氏名

保 険 者 番 号 74 4 2 1 3

銀行・信用金庫
農協・信用組合
労働金庫

被 保 険 者 番 号

-

被保険者との関係（　　　　　　　　）

由布市長　様

年　　月　　日

1.普通
2.当座

口座番号

※申請者が被保険者本人以外の場合は、裏面の「委任状」欄にご記入ください。

-

本店
支店
出張所

〒 -

（審査結果）　承認　・　不承認　　　（決定通知発送日）　　月　　　日　

口座種目

上記のとおり、関係書類を添えて居宅介護（介護予防）住宅改修費の支給を申請します。

滑りの防止及び移動の円滑化等
のための床材等の変更

手すりの取り付け

段差の解消

引き戸等への扉の取替え

洋式便器等への便器の取替え

その他上記の住宅改修に付
帯して必要な住宅改修

由布市記入欄

※施工完了後、支給申請時に確認

口座振込

依頼欄

裏面確認 入力

※支給限度額リセット

住宅改修
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※委任者（被保険者）が、委任する事項に☑を入れてください。

受任者
住所

〒

 申請

 給付費受取

氏名
被保険者
との関係決定通知受取

 給付費受取

氏名
被保険者
との関係決定通知受取

決定通知受取
氏名

住所

被保険者
との関係

〒

住所

〒
受任者

 申請

 給付費受取

受任者

 申請

年　　月　　日

委任状

私の居宅介護（介護予防）住宅改修費支給申請等について、下記のとおり委任いたします。

　できる書類等を添付してください。

由布市長　様

委任者
（被保険者）

住所

氏名 ㊞               

※改修を行う住宅の所有者が本人及び家族でない場合は、所有者の承諾書を添付してください。

※申請の際は、この申請書の他に領収証、介護支援専門員等が作成した理由書、施工前・後の状態が確認

住宅改修
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（自署）

着工年月日 令和 年 月 日

完了年月日 令和 年 月 日

円

上記工事が完了したので、関係書類（領収証及び施工後写真等）を添えて届けます。

令和 年 月 日

由　布　市　長　　殿

代筆者氏名

受
付
確
認

介護保険住宅改修完了届

氏名（申請者自署）

住　　所

被保険者氏名

住宅改修事業者

改修場所 大分県由布市

改修期間

改修費用額

居宅介護支援事業所
および

介護支援専門員

被保険者番号

住宅改修
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住宅改修 

 

新様式ダウンロードについて（由布市ホームページよりダウンロード可） 

①由布市ホームページ トップページ➡「暮らしの情報」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②暮らしの情報➡「申請書ダウンロード」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③申請書ダウンロード➡「介護保険に関する申請書・様式」 
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住宅改修 

 

 

④住宅改修に関する様式 
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特定福祉用具 

 

 

特定福祉用具販売の種目追加について 
 

 介護保険における福祉用具の給付対象種目は、厚生労働大臣告示で規定されてい

るが、（４）で後述する「介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会」の令和３年度第１

回（令和３年11 月19 日開催）の議論において、「排泄予測支援機器」(※)を特定

福祉用具販売の種目に追加するという提案について、「可」と評価され、当該検討結

果を「社会保障審議会介護給付費分科会（第204 回（令和３年12 月８日））に報

告したところである。 

 

（※）膀胱内の状態を感知し、尿量を推定するものであって、排尿の機会を居宅 

要介護者等又はその介護を行う者に通知するもの。 

 

 これを踏まえて、今般、「厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉

用具の種目及び厚生労働大臣が定める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介

護予防福祉用具の種目」（平成 11 年厚生省告示第94 号）について、今月中に所

要の改正（令和４年４月１日施行）を予定している。 

更に、「介護保険の給付対象となる福祉用具及び住宅改修の取扱いについて」（平成

12 年１月31 日老企第34 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）についても、

排泄予測支援機器の機能や形状等に関する具体的な内容の追加等、所要の改正を

行うとともに、想定される利用者、特定福祉用具販売事業者が販売に当たって確認す

べき点等、給付等に当たり留意すべき事項を整理した通知の発出についても予定して

いる。 

各都道府県におかれては、管内の各市町村や特定福祉用具販売事業者に対して周

知の上、適切な給付・販売を行えるよう、各種様式の変更、地域住民への広報といった

必要となる対応の準備をお願いしたい。 

なお、令和４年度中に、排泄予測支援機器の販売・給付状況に関する照会等を適宜実

施する予定であることから、予め御了知いただきたい。 
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ケアプラン点検・地域ケア会議 

〇由布市ケアプラン点検実施事業及び大分県ケアプラン点検等アドバイザー

派遣事業 

 適正な介護保険サービスの提供に基づく利用者の自立支援の促進及び介護支援専門員の資質の向上を図

ることを目的として実施するもの。 

 由布市ケアプラン点検実施事業は「由布市ケアプラン点検事業実施要綱」に基づき年２～３件程度、 

大分県ケアプラン点検等アドバイザー派遣事業を活用して「大分県ケアプラン点検等アドバイザー派遣事

業実施要領」に基づき年１件程度実施する。 

＜令和３年度＞  実績：ケアプラン点検アドバイザーによるケアプラン点検 ２件  

＜令和4年度＞ 

・大分県ケアプラン点検等アドバイザー派遣事業を活用して、個別のケアプラン点検と、市内の居宅介護

支援事業所を対象に研修会形式でも実施予定。 

・介護給付適正化事業におけるケアプラン点検として以下のケアプラン点検を別途実施する。 
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ケアプラン点検・地域ケア会議 

〇地域ケア会議 

 自立支援型ケアマネジメントによる効果的な介護（予防）サービスの検討及び地域課題を集約して市の

政策や事業、社会資源の開発をめざすもの。また、地域ケア個別会議は、各分野の専門職が助言者として

出席する多職種連携の場であり、地域課題を明らかにする場。 

 今後も居宅介護支援事業所ごとに介護支援専門員が関わる事例を年１例以上検討して、前述の目的を 

果たすとともに抽出された地域課題を 地域ケア推進会議で協議・検討して、解決することで地域包括ケ

アシステムの構築を図っていきたい。 

 

 １事例あたりの事例検討の時間が長くなっており（４０～５０分程度）、令和４年度は１事例あたり 

３０分以内を目指すために事例説明やアドバイザーからの助言を受ける際の効率化や時短を図っていく。

そのために次のように質問用紙を変更する。また地域課題の抽出やその明確化、地域課題是正のための取

組の進捗管理の見える化として、事例提供者に後日ご提出いただいていた現行のモニタリングシートを

「振り返りシート」に変更する。 
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ケアプラン点検・地域ケア会議 

※質問用紙 → 質問票に 

（様式）                   （記入例） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※モニタリングシート → 振り返りシートに 

 

 

 

  

 

由布市地域ケア会議 モニタリングシート 

 この度は、由布市地域ケア会議への事例提供ありがとうございました。 

 このシートは、地域ケア会議において検討された事例について、対象者自身やケアプラン、サービス

計画がどのように変化したかをモニタリングすると同時に、地域ケア会議での助言が効果的に活用でき

るものとなっているか、またどのようにすれば効果的な助言・会議となるか、検証することを目的とし

たアンケートです。 

 地域ケア会議終了後３～６ヶ月(めやす)経過時点の状況で、以下の質問にご回答下さい。 

お忙しいところ大変恐縮ですが、ご協力賜りますようお願い申し上げます。 

（１）地域ケア会議時に助言者から以下のような助言がありましたが、それぞれの助言 

をケアプランや支援に反映させることができましたか？（該当項目に☑） 
 

 ①                                      

                                         

□ 反映できた   □ 反映できていない 

 

 

  

 

②                                      

                                        

□ 反映できた   □ 反映できていない 

 

 

 

 

 

③                                      

                                        

□ 反映できた   □ 反映できていない 

 

 

 

 

反映した点を簡潔に記載して下さい。反映できなかった場合、その理由を記載して下さい。 

反映した点を簡潔に記載して下さい。反映できなかった場合、その理由を記載して下さい。 

反映した点を簡潔に記載して下さい。反映できなかった場合、その理由を記載して下さい。  

記入例

○地域ケア会議Ⅱの概要 開催日 12月 22 日

事例提供者氏名 　由布　花子 事業所名 　居宅介護支援事業所　由布

対象者 84 歳　　女性 区分

課題及び目標

（短期）

（個別）

（　  　6月　　 20日以降 ：　3か月以降　・　６か月以降　）

○振り返りについて 実施日 月 日

対象者の状況

・どのような状況ですか？　支援によって生じた変化等をお書きください。

残された課題 ※□内にレ点を記してください。

　□ 　なし

□ 　あり →　具体的にお書きください。

着替え等の出かける準備のためには起き上がる・立つ・歩く作業が必要。下肢筋力の強化が必要。

全身機能の低下＝食欲の低下である。隣人との交流を大事にして機能維持を。

食事は30回噛む、パタカラ体操を1日60回するよう声かけを。

自宅で転倒しないように、訪問リハを短期で入れ、環境を整備する必要がある。

イライラ時の頓服のエチゾラムは眠気や傾眠に繋がるので、主治医と相談して薬剤の調整を検討してみては。

地域ケア会議Ⅱ振り返りシート

事業対象者 ・要支援（　2　）・要介護（　 　）

福祉用具を利用することで、転倒に対する不安を軽減できます

自宅内の環境を整え安全に移動できます。

受けた助言の内容

地域課題・その他

コロナ禍で社会参加の機会が減少し、他者との交流ができなくなっている。

→民生委員に玄関先で良いので声をかけていただく、近隣の方へに“老人クラブ等へのお誘いの声かけ”をお

願いする

振り返りの時期
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在宅医療介護連携推進事業 

 

〇在宅医療介護連携推進事業 

 医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で、自分らしい暮らし

を人生の最期まで続けることができるよう、在宅医療と介護を一体的に提供するために、

医療機関と介護事業所等の関係者との協働・連携を推進することを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「由布地域包括ケア推進協議会」を推進母体として、連携推進班・調査研究班・研修班・

広報啓発班がさまざまな活動を展開している。今後は、市民への働きかけとして「市報ゆ

ふ」で毎号掲載していく予定。 

 医療介護の情報連携ツールとして、由布市が独自に「ゆーふーネット」を使用。由布市 

消防本部とも連携できたため、ますます活用できる場面が増えていくと期待している。 
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（ 公 印 省 略 ） 

由高支第 0121001号 

令和 4年 1月 21日 

 

居宅介護支援事業所 管理者 様 

由布市高齢者支援課    

 課長  工藤 由美  

 

 

要介護認定等に係る資料の開示申請の手数料等の見直しについて 

 

 平素より由布市介護保険事業に、ご理解とご協力を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、令和４年４月１日から要介護認定等に係る資料の開示申請の手数料につきま

して、下記のとおり計算方法の見直しを行います。また、情報連携システム「ゆー

ふーネット」を利用した申請について運用を開始する予定としておりますので、 

併せてお知らせ致します。 

 貴事業所におかれましては、下記をご確認いただき、ご対応をよろしくお願いい

たします。 

 

記 

 

１．資料の開示申請の手数料について 

 由布市個人情報保護条例に則り、手数料を実費負担分とさせていただきます。 

 （見直し前） １件  ５０円 

 （見直し後）資料１枚 １０円（印刷代として） 

   例：調査票と主治医意見書の合計枚数が、６枚の場合は、手数料６０円となります。 

 

 

２．「ゆーふーネット」を利用した申請について 

 ※別紙参照 

 

 ※１．２．ともに令和４年４月１日より運用開始予定です 

 

≪問合せ≫ 

由布市高齢者支援課 

電話：097-529-7349（直通） 

 

-42-



◎運用開始時期　令和４年４月１日から開始

◎開示対象者　「ゆーふーネット」患者情報登録まで完了している方

◎手続きの流れ　

②受付

③ゆーふーネットに患者情報の登録 ④同意書と登録された患者情報の確認

⑤承認（完了）

⑦ゆーふーネットでの情報開示の希望連絡

＜情報開示を希望する時＞

※金曜締め

⑫確認

別紙　ゆーふ―ネットを利用した情報開示の申請について

⑥事業所へゆーふーネットでの

情報開示希望の聞き取り（３月下旬）

⑧ゆーふーネット内に事業所と市

（２者）の会議室を作成

<会議室作成>

＜患者情報登録まで＞

事業所 市（保険者）

　情報連携システム「ゆーふーネット」を活用し、申請書提出から資料提供までの市と指定居宅介
護支援事業所間の手続きをオンライン上で行います。

①対象者にゆーふーネット利用の同意

をもらい、利用同意書を市へ提出

※開示資料をＰＤＦデータで提供するため、手数料（実費負担分）はかかりません。

⑨情報開示申請書を作成し、

ゆーふーネット会議室に投稿

⑩〈毎週月曜日〉前週に投稿された申

請書を確認

⑪〈金曜日まで〉ゆーふーネット会議室

に情報開示資料（PDF）を投稿

※対象要件の確認や多くの申請が寄せられることが想定されるため、前週の金曜日まで
の申請について、翌週の金曜日までに開示対応する予定です。

※①は介護保険認定申請代行時に同時に実施し

ていただくと良いかと思います。
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  配食サービス事業   

 

令和３年度 高齢者配食サービス事業について ※令和３年度から内容を見直しました 

 

由布市内在住で、一人暮らしの高齢者等に対し、配食サービスを行うことにより食生活の

改善と健康増進を図るとともに、安否確認等を行い、安心して在宅生活が継続できるよう

支援するための事業です。 

 

 ●対象者 

 ・６５歳以上の一人暮らし及び高齢者のみ世帯で、（１）、（２）の両方に該当する方 

  （１）総合事業対象者又は要支援・要介護認定対象者 

  （２）配食サービス事業利用基準票（※）において一定の基準を満たす者 

 ※利用基準票に有効期間を１年間設けて、年に１度、状態のアセスメントを行います。 

 

 ●費用負担 ４４０円（１食） 

 

 ●申請方法 

 ・総合事業対象者又は要支援・要介護認定対象者の方は、ケアマネージャーさんにお問

合せ下さい。 

 ・総合事業対象者又は要支援・要介護認定対象者ではない方は、高齢者支援課または由

布市地域包括支援センターへご相談ください。 

 

 ●市への提出書類：申請書、配食サービス事業利用基準票 

 

 ●問い合わせ 高齢者支援課 ☎０９７－５２９－７３４９ 
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様式第１号（第５条関係）

　 　　年 　　　月　 　　日

由布市長  　様

申請者 住 所

氏 名 ㊞　

電 話

氏 名 性 別 男 ・ 女 年齢 歳

由布市 生年月日 　明・大・昭

電 話

続　柄 年 齢 職  業

高齢者配食サービス事業　利用申請書

住 所

配
食
サ
ー
ビ
ス
利
用
者

年　　　月　　　日

申
請
理
由

氏　　　名 生 年 月 日

同
居
家
族
状
況

利
用
希
望

利用回数

週　　　　回

希望曜日に〇印

月　・　火　・　水　・　木　・　金　・　土
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様式第１号の２（第５条関係）

氏名 　　　　　　　　　　（被保険者番号：　　　　　　） 記入者 　　本人・家族

住所 由布市 提出代行者（　　　　　　　　　）

チェック欄

食事制限等 塩分（３g以下）・カリウム・たんぱく質・その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

特記事項

　□同意します。
　□同意しません。

身体の状況
体重（　　　　　）kg　身長（　　　　　）cm　

6ヶ月以内の体重減少が3ｋｇ以上

代替サービスの

有無

生協等（委託３事業所を除く）の配食サービスが利用可能（配達エリア内）

上記サービスエリア内であるが、注文が困難

調理

自分で調理ができるまたは調理できる人がいる

ごはん程度は炊けるかつ調理ができる人がいない

自分で調理できないかつ調理できる人がいない

交通手段

本人または同居者が車両の運転ができる

本人または同居者が二輪車及び自転車に乗ることができる

誰も運転できない

認知度

周りの人から「いつも同じ事を聞く」などの物忘れがあると言われる

買い物

買い物に行くことができる

買い物の支援をしてくれる人がいる

週１回程度買い物の支援をしてくれる人がいる

月１～２回買い物の支援をしてくれる人がいる

買い物の支援をしてくれる人がいない

日常生活に支障なし

日常生活に支障あり

障がい者手帳
なし

あり

本調査のために必要があるときは、介護・医療情報等について、市が照会することに

年　　　月　　　日　作成

配食サービス事業　利用基準票

項目

家族状況

高齢者世帯

同居家族がいるが、援助が見込めない

独居

←１つでも該当があればチェック

自分で電話番号を調べて、電話をかけることをしていない

今日が何月何日かわからない時がある

認知症の診断がある

視力
日常生活に支障なし

日常生活に支障あり

麻痺または拘縮

配食サービス事業
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令和３年度 紙おむつ・尿とりパッド購入助成事業について 

※令和３年度から内容を一部見直しました。 

 

寝たきりや認知症等により日常生活において、常時紙おむつや尿とりパッドを必要とする

高齢者等を介護している家族等に対して、肉体的、精神的および経済的な負担を軽減する

とともに、高齢者福祉の向上を図ることを目的とした助成事業です。 

 

 ●対象者 

 次の１から 3 までのすべてに該当する高齢者を居宅において介護している家族の方で、

介護を受ける高齢者及びその家族の属する世帯がともに非課税世帯である者 

  １．由布市に住民登録を行っている在宅の高齢者等の方 

  ２．介護保険制度において要介護４または要介護５の認定を由布市で受けている方 

  ３．常時失禁状態にある方 

※介護を受ける高齢者が施設などに入所している場合は対象となりません。 

 

 ●交付申請 

 補助金交付申請書に紙おむつ等の領収書（レシート含む）を添えて、購入した月ごとに 

 １ヵ月分をまとめて申請してください。 

 ※申請は、紙おむつ等を購入した月の属する年度の末日までに行ってください。 

 

 ●補助対象額 月額 上限５，０００円 

 ※入院の日数、ショートステイの利用状況により補助できない場合がございます。 

 

 ●提出先 高齢者支援課、挾間振興局地域振興課、湯布院振興局地域振興課 

 

 ●問い合わせ 高齢者支援課 ☎０９７－５２９－７３４９ 
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 その他 

 

軽度者に対する福祉用具貸与の例外給付について 

 

１．福祉用具貸与（介護予防福祉用具貸与）の給付対象品目 

 

 ★①車いす              ⑧スロープ（工事を伴わないもの） 

 ★②車いす附属品           ⑨歩行器 

 ★③特殊寝台             ⑩歩行補助つえ 

 ★④特殊寝台附属品         ★⑪認知症老人徘徊感知機器 

 ★⑤床ずれ防止用具         ★⑫移動用リフト 

 ★⑥体位変換機           ☆⑬自動排泄処理装置 

  ⑦手すり（工事を伴わないもの） 

 

例外給付品目 

★・・・原則として要支援１・２、要介護１の人は利用できません。 

☆・・・原則として要支援１・２、要介護１～３の人は利用できません。 

 

 

２．軽度者に対する福祉用具の例外給付について 

 

 軽度者(要支援１・２、要介護１)に対する福祉用具貸与については、車椅子等の種

目は原則保険給付の対象外となりますが、様々な疾患などによって厚生労働省の示し

た状態像に該当する方については例外的に福祉用具の貸与が認められています。 

 軽度者に対し、福祉用具貸与の例外給付を行う場合には、ケアマネジャーもしくは

地域包括支援センター担当職員(以下「ケアマネジャー等」と呼びます)が適切な手順

により、利用者の状態像や福祉用具貸与の必要性を慎重に精査し、適切なケアマネジ

メントを行うことが必要です。 

 

 

３．軽度者に対する福祉用具の例外給付の判断基準 

利用者の状態像から例外給付品目の貸与が必要であると判断できる場合には、福祉用

具貸与費の算定が可能となります。福祉用具貸与費の算定が可能となる利用者の状態

像については【表１】と【表２】を参照してください。 

【表１】で該当しない場合は【表２】の状態像に該当することを確認し、市町村に 

確認を依頼してください。 
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 その他 

 

 

【表１】 

対象品目 状態像 認定調査の結果

次のいずれかに該当する者

(１)日常的に歩行が困難な者 「できない」

次のいずれかに該当する者

(１)日常的に起き上がりが困難な者 「できない」

(２)日常的に寝返りが困難な者 「できない」

次のいずれにも該当する者

(２)移動において全介助を必要としない者 「全介助」以外

次のいずれかに該当する者

(１)日常的に立ち上がりが困難な者 「できない」

エ認知症老人徘徊感
知機器

(１)意思の伝達、介護者への反応、記憶・理解
のいずれかに支障がある者

「意思を他者に伝達
できない」等または
主事意見書に認知症
の記載がある場合

オ移動用リフト
（つり具部分を除く）
（昇降座椅子を含む）

(注２)

(２)移乗が一部介助または全介助を必要
とする者

(３)生活環境に段差の解消が必要と
認められる者

※

「一部介助」または
「全介助」

ア車いす及び
同附属品

(２)日常生活範囲における移動の支援が特に
必要と認められる者　（注１）

イ特殊寝台及び
同附属品

※

ウ床ずれ防止用具及
び体位変換器

日常的に寝返りが困難な者 「できない」

 

※ア(2)及びオ(3)については、該当する認定調査の結果がないため、「主治医から得た

情報」及び「サービス担当者会議等を通じた適切なマネジメント」によりケアマネジ

ャー等が判断する。「主治医から得た情報」は書面に限りませんが、照会・回答内容

について必ず記録してください。 

注１ 車いす及び同附属品は、歩行が「できる」であっても、「日常生活において移動

   の支援が特に必要と認められる者」として、ケアマネジャーが総合的に判断を 

     した場合は、市町村への確認依頼の必要はありません。 

注２ 昇降座椅子は「立ち上がり」でなく「移乗」で判断します。昇降座椅子は「床 

     からの昇降」を補助するものであるため、床からの「移乗」を評価してくださ 

     い。 
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 その他 

 

表１の対象にならない者についても、医師の医学的な所見に基づき、表２のいずれか

を満たし、かつサービス担当者会議等を経た適切なケアマネジメントにより、福祉用

具貸与が特に必要であると判断されており、このことのついて市町村が確認していれ

ば、例外的に福祉用具の算定は可能になります。 

【表２】 

ⅰ)疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日によって又は時間帯によって、

  頻繁に表１の状態像に該当する者 

 例：パーキンソン病の治療薬による ON・OFF 現象 

ⅱ)疾病その他の原因により、状態が急激に悪化し、短期間のうちに表１の状態像に

  該当するに至ることが確実に認められる者 

 例：ガン末期の急速な状態悪化 

ⅲ)疾病その他の原因により、身体への重大な危険性または症状の重篤化の回避等医

  学的判断から表１の状態像に該当すると判断できる者 

 例：ぜんそく発作等による呼吸不全、心疾患による心不全、嚥下障害による誤嚥

   性肺炎の回避 

 

４．高齢者支援課への書類提出について 

 

 ・軽度者に対する福祉用具貸与に対する医学的所見 

 ・ケアプラン（サービス担当者会議の要点含む） 

  

 ※介護報酬が算定可能（利用開始日）となるのは、由布市の確認日（書類提出日） 

 以降です。→例外給付の福祉用具貸与を位置付ける場合は、早めにご提出ください。 

  

  フローチャート（軽度者に対する福祉用具の例外給付） 

 

 ①身体の状況が表１に  はい① 表１のア(２)オ(３)以外に該当   認定調査結果を入手し、 

  該当                              該当するか確認し、記録す

           はい②                   ることで保険給付が可能。 

           表１のア(２)オ(３)に該当           （市の確認は必要なし） 

いいえ 

             主治医から得た情報と本人の状態像について適切な助言が可能な者が参

   表２に該当     加するサービス担当者会議等を通じてケアマネが必要性を位置付けるこ

             とで、保険給付が可能。確認の経緯は記録に残します。また、判断は少

いいえ          なくとも６か月に一回は見直します。 

         はい 

             ①主治医の意見に基づき 

             ②サービス担当者会議等を経た適切なマネジメント結果を踏まえ 

             ③市の確認を受ける 

  介護保険給付は不可   ことで、保険給付が可能。 
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その他 

認定有効期間のおおむね半数を超える短期入所サービス利用について 

 

 短期入所生活（療養）介護サービス（以下「短期入所サービス」という。）は、利用者の在

宅生活を維持する観点から、利用者の心身機能の維持と家族の身体的・精神的負担の軽減を

図るためのものです。 

 居宅サービス計画に短期入所サービスを位置付ける場合、利用者の心身の状況や環境等を

勘案して特に必要と認められる場合を除き、短期入所サービスの利用日数が、認定有効期間

のおおむね半数を超えないようにしなければならないとされています。 

 しかし、利用者の心身の状況及び本人、家族等の意向に照らし、サービスの利用が特に必

要と認められる場合においては、これを上回る日数の短期入所サービスを位置付けることも

可能であるとされています。 

 短期入所サービスの適切な利用を確保するため、認定有効期間全体のおおむね半数を超え

ることが見込まれる場合は、「短期入所サービス特例利用申請書」（以下「理由書」という。）

に関係書類を添えて、由布市に提出してください。 

 

【利用の対象者】 

 利用の対象者は、以下のいずれかに該当する場合に、半数を超えて利用する必要性がある

ものと判断します。 

 ①利用者が認知症であり、同居している家族等の介護が困難な場合、若しくは独居で、 

  在宅生活が困難であると判断される場合 

 ②同居の家族等が高齢又は疾病中であることを理由として十分な介護を受けることができ

  ない者 

 ③その他やむを得ない理由により、居宅において十分な介護を受けることが出来ない場合 

【半数の考え方】 

（例）認定有効期間日数３６５日 

     ３６５日÷２＝１８２．５日 

     １８３日が半数 ⇒ １８４日目から半数超え 

  ※連続３０日を超えた利用日については、介護保険給付対象外（自己負担）のため、半

   数の計算範囲には含めません。 

【提出書類】 

○短期入所サービス特例利用申請書 

○認定有効期間中の給付実績、予定がわかるもの（サービス利用表） 

※特例給付ですので、半数を超える日までに書類を提出する必要があります。半数超えの利

 用が見込まれる場合は早めの提出をお願いします。 

【留意事項】 

●由布市へ理由書提出後も、介護保険施設等への入所申込みを検討するなど、必要な援助を

 行なうこと。 

●サービス計画等に位置づけようとする場合は、家族等の希望のみで決定された結果となら

 ないよう、サービス担当者会議を開催し、その必要性を十分に検討した結果の判断である

 旨を記録として残しおくこと。 

●次期認定有効期間内においても、おおむね半数を超える見込みとなった場合には、再度提

 出が必要となります。 
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その他 

  

 

同居家族がいる場合の生活援助の取扱いについて 

 

 由布市では、同居家族がいる場合の生活援助を導入するにあたっては、書面にてサービス内容

を確認した上で、給付の承認の連絡をしております。同居家族がいる場合の生活援助は、原則、

算定できないものでありますが、一律機械的に算定できない取扱いとはしておりません。 

生活援助は同居家族がいても、個々の状況に応じてやむを得ない事情がある場合には算定できる

ものですので、生活援助を居宅サービス計画に位置づける場合は状況を確認のうえ、サービス開

始前に保険者へ理由書の提出を行うようお願いしています。 

 

 (1)同居家族の考え方 

  同じ家屋に家族等が住んでいる。 

  ※上記以外の場合でも、日常的に介護が行える家族等がいる場合は、同居家族に準じる場合

   があります。  例）同一敷地内の別棟に家族が居住している 

   ⇒実際に居住している「家屋の状況」や「生活実態」を勘案して総合的に判断します。 

 

 (2)同居家族がいる場合の生活援助の導入にあたって 

  同居家族がいる場合は、原則、生活援助の算定はできません。 

  ただし、同居家族が「障がい」や「疾病」等により家事等ができない場合または以下に挙げ

 るような状況である場合は算定できる場合があります。 

  導入にあたっては、サービス担当者会議において、本人ができること、できそうなこと、同

 居家族ができること、別居家族ができること及びインフォーマルサービスで対応できること等、

 十分アセスメントしたうえで、介護保険サービスでの利用の必要性の有無を検討し、必要と判

 断した場合は、支援の内容と必要量についても検討した上で、決定してください。 

 同居家族がいる場合の生活援助の導入にあたっては、事前（サービス開始前）に「同居家族が

 いる生活援助理由書」を市に提出してください。 

 

  ① 同居家族が障がい、疾病や要介護等の認定を受けていて、家事等が困難な状況である 

    ※障がい、疾病や要介護等の事実のみでもって生活援助を算定することは認められませ

     ん。疾病名、要介護度を明らかにしたうえで、できること、できないこと、できそう

     なことを明確にし、算定の可否の判断をしてください。 

  ② 障がいや疾病はないが、同様のやむを得ない事情で家族による家事が困難である場合 

    ア）高齢による筋力低下があり困難な家事がある場合。 

      ※単に高齢ということのみでもって生活援助の導入はしないこと。 

    イ）家族による困難な家事があり、代替手段もない。 

      ※家族等が担えない場合でも、インフォーマルサービス等代替手段の活用について

       も検討してください。「単にやったことがない」家事は該当しません。 

    ウ）安全面や健康面、衛生面からみて必要性が高い。 

      例）「呼吸疾患等により日常的に室内の清潔保持が必要（担当医からの指示あり）
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        だが、家族は仕事で帰宅が遅いため、こまめな掃除ができない」 

       「自力排泄は可能だが、ほぼ毎回トイレを汚してしまうため、その都度の掃除が

        必要」など。 

    エ）時間が限定され、その時間に家族などの支援が得られない。 

      例）「食事の準備や服薬の確認等、家族不在の時間帯であっても定期的に行われな

        ければならないことがある」 

    オ）家族等に無理に介護を行わせることで介護負担が重くなり、健康面に支障がでる等

      いわゆる「共倒れ」になる恐れがある場合。 

  ③ 同居家族との関係において、極めて深刻な問題があり、援助ができない 

     介護放棄や修復不能なこじれ等は該当しますが、単にやった事がない、遠慮があって

    頼みにくいなどは該当しません。 

  ④ 同居の家族に精神疾患等を疑うような状況があり、援助が期待できない 

  ⑤ その他やむを得ない事情があると判断した場合 

  ⑥ 日中独居の取り扱いについて 

   (1) 同居家族が就労していて、長時間の日中独居、または出張で不在になるため独居の状

     態になる場合。 

   (2)就労状況により必要な支援が受けられない。 

     例）「深夜勤の仕事で日中は家で休息をとらなければならない」 

       「日中勤務だが残業が多く帰宅が○時と遅い」など 

    ※単に日中不在や出張で不在という理由のみでもって算定することは認められません。

     どの時間帯（期間）が独居状態になるのか確認し、独居になる時間帯においてサービ

     スを行わなければならない支援内容なのか、家族等が在宅中にできる支援内容なのか、

     よく検討してください。 

 

(3)理由書提出のタイミング 

 サービス担当者会議にて必要性を十分検討したうえで、サービス開始前に提出してください。 

 

(４)提出書類 

 ・同居家族がいる場合の生活援助理由書 

 ・ケアプラン（サービス担当者会議の要点を含む） 
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障害、疾病その他やむを得ない理由の考え方（由布市の取扱い）

※理由書：「同居家族がいる場合の生活援助理由書」

生活援助とは、介護予防訪問及び訪問介護の生活援助中心型で算定している
場合をいい、「身体介護」と「生活援助」を組み合わせて算定している場合は、理
由書での申請は不要。

１）障害

２）疾病

３）その他

考え方 理由書での申請

同居家族等が、要支援認定（要支援１・２）
を受けている

同居家族等と利用者の家族関係に深刻な
問題がある等

不要

不要

不要

必要

不要

必要

必要

障害者手帳の有無や障害認定（身体・知
的・精神）だけで判断せず、障害に起因し
て家事を行うことが困難な状態である場合

疾病名を明らかにするとともに当該疾病に
より家事を行うことが困難な状態である場
合（医師の診断書による確認や保管は不
要）

けがや骨折等で家事を行うことが困難な状
態である場合（けがや骨折等の状態が改
善して家事を行えるようになるまで、一時
的にサービスを利用する場合も含む）

同居家族等が就労等のため日中不在であ
る

同居家族等が要介護認定（要介護１～要
介護５）を受けており、家事を行うことが困
難な状況
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訪問介護（生活援助中心型）の回数が多いケアプランの届出について 

 

 

 「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準」（平成 11年 3月 31日厚
生省令第 38号）の一部改正に伴い、平成 30年 10月より、利用者の自立支援・重度
化防止及び地域資源の有効活用等の観点から、訪問介護における生活援助中心型サー
ビスの利用回数が基準回数以上のケアプランについて、保険者への届出が必要となり
ました。 

 

１．届出対象ケアプラン 

   平成 30年 10月 1日以降に作成または変更（軽微な変更は除く）し、利用者の   
  同意を得て交付したケアプランで、その援助期間において、厚生労働大臣が定め  

  る回数以上の訪 問介護（生活援助中心型）を位置付けるもの 

      
    厚生労働大臣が定める回数（ひと月あたり） 

要介護
度 

要介護
１ 

要介護
２ 

要介護
３ 

要介護
４ 

要介護
５ 

回数 ２７回 ３４回 ４３回 ３８回 ３１回 

    ※上記の回数には、「身体介護に引き続き生活援助が中心である訪問介護を行   
     う場合」の回数を含みません。 

 

２．届出書類 
  ①訪問介護（生活援助中心型）の回数が多いケアプランの届出書 

  ②居宅サービス計画書（ケアプラン）の写し（第 1表～第 7表） 

    ※居宅サービス計画書（第 1表）は利用者へ交付し署名があるもの 
   ※居宅介護支援経過（第 5表）は生活援助中心型の訪問介護を位置づけた理由  

    を記載したページのみの提出で可 

  ③訪問介護計画書の写し 
 

３．届出期限及び方法 

   ケアプランを作成または変更し、利用者の同意を得て交付した月の翌月の末日 
  までに届出窓口に持参もしくは郵送 

   

４．届出窓口 
  由布市役所 高齢者支援課介護保険係 

 

５．届出されたケアプランの取扱い 
   届出を受けたケアプランのうち、地域ケア会議にて検証事例として取り上げる 

  場合があります。 

 
６．その他 

 ・届出書類の内容について、問い合わせることあります。 

 ・基準回数を上回ることをもって一律にサービスの利用を制限するものではありま  
  せん。 
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年 ○ 月 ○ 日

由布市長

居宅介護支援事業所　○○○

由布市○○町○○　○○番地○

０ ０ ０ （０ ０ ０） ０ ０ ０ ０ 

介護支援専門員氏名 ○　○　　○　○　　印

居宅サービス計画に厚生労働大臣が定める回数以上の訪問介護（生活援助中心型）を位置付けましたので

　　届け出ます。

居宅サービス計画に位置付けた理由と期待される効果

　　居宅サービス計画書（写し）

☑第1表 ☑第2表 ☑第3表 ☑第4表 ☑第5表 ☑第6表 ☑第7表

　☑訪問介護計画書（写し）

　□その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

注）提出する居宅サービス計画書（第１表）の写しは利用者へ交付し署名があるものも添付すること

　　　　　※この欄には、主として以下の内容について記入
　　　　　　　・利用者の状況（身体状況、生活状況、世帯構成、家族の介護協力など）
　　　　　　　・介護支援専門員がプラン上に訪問介護を位置付けた理由
　　　　　　　・サービス提供したことによる期待される効果について

提
出
書
類

２７回 ３４回 ４３回 ３８回 ３１回

計画上の回数 49

平成××年　○　月　○　日から

　　　　　　　　　　平成××年　○　月　○　日　　

訪
問
回
数

要介護度 票介護１ 票介護２ 票介護３ 票介護４ 票介護５

基準回数

被
　
保
　
険
　
者

0 0

氏  名 由　布　　太　郎

生 年 月 日 　昭和13　年　1　月　1　日

住  所 　　　　　　　由布市庄内町柿原３０２番地

フリガナ ユフ　タロウ 認 定 期 間

0 0 0 0 0 0被保険者番号 0 0

電話番号

記入例

訪問介護（生活援助中心型）の回数が多いケアプランの届出書

平成31

事業所名

所 在 地

その他

短期目標期間で最も多く

算定する月の回数を記入

する
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○R4.1.1以前より押印廃止している書類

介護保険認定申請書

介護保険要介護認定区分変更申請書

居宅（介護予防）サービス計画作成依頼（変更）届書

介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出様式

小規模多機能居宅届

その他 送付先異動届書

○R4.1.1より押印不要となった書類

情報開示 介護保険要介護認定等に係る資料の開示申請書　※様式修正予定

情報開示（医療機関用） 介護保険要介護認定等に係る情報提供申請書

高齢者配食サービス事業利用申請書

高齢者配食サービス事業利用変更申請書

高齢者配食サービス事業利用休止・廃止申請書

紙おむつ購入補助 在宅高齢者等紙おむつ等購入補助金交付申請書

高額介護サービス費 高額介護サービス費支給申請書

住宅改修 介護保険住宅改修完了届　　※R4.4～　様式変更予定

福祉用具（軽度者） 軽度者に対する福祉用具貸与に関する医学的所見

特例入所 短期入所サービス特例利用申請書

特例入所（特別養護老人ホーム） 特例入所対象者について（諮問）

同居家族等がいる場合の生活援助 同居家族等がいる場合の生活援助理由書

負担限度額 由布市介護保険負担限度額認定申請書

社会福祉法人等による利用者負担軽減申出書

社会福祉法人等利用者負担軽減対象確認申請書

社会福祉法人等利用者負担軽減申告書

給付費 介護等給付費明細書等取下げ書

介護保険事故発生連絡票

事故経過報告書兼最終報告書

指定居宅介護支援事業者指定介護予防支援事業者指定申請書

指定地域密着型サービス事業者指定地域密着型介護予防サービス事業者指定申請書

指定居宅介護支援事業者指定介護予防支援事業者変更届出書

指定地域密着型サービス事業者指定地域密着型介護予防サービス事業者変更届出書

指定居宅介護支援事業者指定介護予防支援事業者再開届出書

指定地域密着型サービス事業者指定地域密着型介護予防サービス事業者再開届出書

指定居宅介護支援事業者指定介護予防支援事業者廃止・休止届出書

指定地域密着型サービス事業者指定地域密着型介護予防サービス事業者廃止・休止届出書

指定地域密着型サービス事業者指定辞退届出書

指定居宅介護支援事業者指定介護予防支援事業者指定更新申請書

指定地域密着型サービス事業者指定地域密着型介護予防サービス事業者指定更新申請書

指定介護予防支援委託届出書

指定介護予防支援委託変更届出書

由布市介護予防・日常生活支援総合事業第１号事業者（訪問型・通所型）指定申請書

由布市介護予防・日常生活支援総合事業第１号事業者指定更新申請書

由布市介護予防・日常生活支援総合事業第１号事業者（訪問型・通所型）変更届出書

由布市介護予防・日常生活支援総合事業第１号事業者（訪問型・通所型）廃止・休止届出書

由布市介護予防・日常生活支援総合事業第１号事業者（訪問型・通所型）再開届出書

由布市介護予防・日常生活支援総合事業第１号事業者（訪問型・通所型）指定辞退届出書

総合事業・生活支援サービス事業費算定に係る体制等に関する届出書

介護保険に
関する書類

事業所指定（地域密着型等）

事業所指定（総合事業）

事故報告

介護保険に
関する書類

認定

居宅届

配食サービス

利用者負担軽減

その他（押印廃止）
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由布市事業所提案通所型介護予防教室企画書

由布市事業所提案通所型介護予防教室報告書

由布市事業所提案出張型介護予防　教室企画書

由布市事業所提案出張型介護予防教室報告書

由布市事業所提案出張型介護予防教室申請書

由布市生活管理指導員派遣事業利用申請書

由布市生活管理指導員派遣事業利用廃止届出書

共生型福祉施設支援事業費補助金交付申請書

共生型福祉施設支援事業費補助金実績報告書

共生型福祉施設支援事業費補助金変更交付申請書

共生型福祉施設支援事業計画変更承認申請書

共生型福祉施設支援事業繰越承認申請書

共生型福祉施設支援事業年度終了報告書

お茶の間サロン 由布市お茶の間サロン補助金交付申請書

健康応援団派遣事業利用申請書

健康応援団・生きがい応援団派遣事業利用申請書

健康応援団・生きがい応援団派遣事業実施報告書

生きがい応援団派遣事業申請書

生きがい応援団派遣事業実施報告書

ねたきり老人等介護手当認定申請書

ねたきり老人等現況届

あん摩、マッサージ、指圧、はり、きゅう補助券交付申請書

あん摩、マッサージ、指圧、はり、きゅう施術業者指定申請書

緊急通報装置貸与申請書

緊急通報装置貸与者の協力員承諾書

緊急通報対応受託書

緊急通報装置貸与に関する変更届出書

緊急通報装置貸与に関する終了届出書

由布市高齢者世帯リフォーム支援事業補助金交付申請書

由布市高齢者世帯リフォーム支援事業変更申請書

由布市高齢者世帯リフォーム支援事業取り止め申請書

由布市高齢者世帯リフォーム支援事業完了報告書

在宅高齢者住宅改造助成事業費交付申請書

在宅高齢者住宅改造助成事業費変更等承認申請書

在宅高齢者住宅改造助成事業工事完了届

養護老人ホーム入所申出書

所得等調査同意書

収入申告書

民生委員意見書

養護委託者申出書

入所(養護)受諾(不受諾)書

葬祭受諾(不承諾)書

負担金減額(免除)申請書

負担金納入延期申請書

誓約書

退会届

由布市認知症カフェ運営補助金交付申請書

由布市認知症カフェ事業報告書

※上記一覧は、令和４年３月１日時点のものです。今後押印廃止となる書類は、都度追加していきます。
※上記一覧以外の書類で、様式中に印表示がないものについては、基本的に押印不要です。

養護老人ホーム

オレンジの会

認知症カフェ

高齢者福祉に
関する書類

在宅高齢者住宅改造

生きがい応援団

介護保険に
関する書類

ねたきり老人等介護手当

はり、きゅう補助券

高齢者世帯リフォーム

事業所提案型介護予防教室

生活管理指導員

共生型福祉施設

健康応援団

緊急通報装置

※様式が追加・修正されています。
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